
 

 

 令和５年７月７日 

 

消費生活用製品の重大製品事故に係る公表について 

 

 消費生活用製品安全法第 35 条第１項の規定に基づき報告のあった重大製品事故

について、以下のとおり公表します。 

 

〇特記事項あり 

 電気こんろに関する事故（リコール対象製品）について 

（詳細は次頁以降参照。） 

 
１．ガス機器・石油機器に関する事故                  １件 

（うち石油ストーブ（開放式）１件） 

 

２．ガス機器・石油機器以外の製品に関する事故であって、 

製品起因が疑われる事故                      １件 

（うち電気こんろ１件） 

 

３．ガス機器・石油機器以外の製品に関する事故であって、 

製品起因か否かが特定できていない事故               14件 

（うち電動車いす（ハンドル形）１件、 

食器洗い乾燥機２件、照明器具２件、電気洗濯機１件、 

バッテリー（リチウムイオン、電動工具用）１件、 

除湿乾燥機１件、リチウム電池内蔵充電器２件、 

パワーコンディショナ（太陽光発電システム用）１件、 

ＩＨ調理器１件、電動アシスト自転車１件、靴（ブーツ）１件） 

 
４．製品起因による事故ではないと考えられ、今後、消費者庁製品事故情報検討会及

び消費経済審議会製品安全部会製品事故判定第三者委員会合同会議において、審
議を予定している案件 

  該当案件なし 
 
  １．～４．の詳細は別紙のとおりです。 
 
５．留意事項 
  これらは消費生活用製品安全法第 35 条第１項の規定に基づく報告内容の概要で
あり、現時点において、調査等により事実関係が確認されたものではなく、事故原
因等に関し、消費者庁として評価を行ったものではありません。 
本公表内容については、速報段階のものであり、今後の追加情報、事故調査の進

展等により、変更又は削除される可能性があります。 
 
 
 
  

 
News Release  



 

 

６．特記事項 
  富士工業株式会社が製造し、サンウエーブ工業株式会社（現 株式会社ＬＩＸＩ
Ｌ）が販売した電気こんろについて（管理番号：A202300283） 

 ①事故事象について 
富士工業株式会社（法人番号：8021001013733）が製造し、サンウエーブ工業株式

会社（現 株式会社ＬＩＸＩＬ）が販売した電気こんろ及び周辺を焼損する火災が
発生しました。 
当該事故の原因は、現在、調査中ですが、身体等が当該製品のつまみに触れてス

イッチが入り、当該製品の上に置かれていた可燃物などが燃えたものと考えられま
す。 

 
 ②再発防止策について 

ミニキッチン等に組み込まれた電気こんろで、スイッチ部のつまみが飛び出てい

る形状のものについては、身体や荷物が知らないうちにつまみに触れ、スイッチが

入ってしまい、火災に至る事故が発生しています。 

このため、同社を含む電気こんろメーカー及びキッチンユニットメーカー13社に

より「小形キッチンユニット用電気こんろ協議会」が設立され、2007 年（平成 19

年）７月３日から新聞社告及び新聞折り込みチラシの配布を行うとともに、各地の

消防局に協力要請を行う等、無償改修（スイッチ部のつまみにカバーを付ける）を

実施しています（現在 11社が継続実施。）。 

 

③対象製品 

対象製品の機種・型式、各事業者名、問合せ先等は、別添のとおりです。 

 

【リコール実施状況】 

2007年（平成19年）７月３日からリコール（無償改修）を実施。 

 

対象台数、改修率 

一口電気こんろ（今般事故の型式SBE-101-200Vを含む。） 

改修対象台数 530,401台（全社合計） 

改修率 96.8％（2023年６月30日時点） 

 

上面操作一口電気こんろ 

改修対象台数        60,969台（全社合計） 

改修率 75.0％（2023年６月30日時点） 

 

複数口電気こんろ 

改修対象台数 147,700台（全社合計） 

改修率 70.4％（2023年６月30日時点） 

 

 

 

 

 



 

 

＜リコール対象製品での事故件数＞ 

対象製品におけるリコール対象の内容による2010年度以降の事故（原因調査中

を含む。）の件数は、次のとおりです。これらは、消費生活用製品安全法第35条

第１項の規定に基づき報告を受けたものです。 

年度 事故件数 被害状況 年度 事故件数 被害状況 

2023年度 0 － 2016年度 0 － 

2022年度 2 火災 2015年度 1 火災 

2021年度 1 火災 2014年度 4 火災 

2020年度 0 － 2013年度 2 火災 

2019年度 1 火災 2012年度 0 － 

2018年度 3 火災 2011年度 1 火災 

2017年度 2 火災 2010年度 3 火災 

※当該事故（管理番号：A202300283）は含まない。 

 

＜対象製品の外観及び確認方法＞ 

スイッチ部のつまみを御確認ください。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

   （写真は SBE-101-200V） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

    改修前：カバー無し          改修後：カバー付き 



 

 

●「メーカー名」及び「品番」については、扉の内側やスイッチなどを御確

認ください。 

●「品番」が表示されていない場合は、「メーカー名」又は「スイッチ部の

形状」を御確認の上、下記問合せ先まで御連絡ください。 

●改修対象の電気こんろは、スイッチ部のつまみが飛び出ているタイプにな

ります。 

 

④使用者への注意喚起 
電気こんろの上や周辺に可燃物を置くことを避けていただくとともに、電気こん

ろのスイッチ部のつまみにカバーのない製品をお使いで、まだ当該つまみにカバー
を付ける改修を受けていない方は、速やかに下記問合せ先まで御連絡ください。 
使用者の方々及び対象製品を設置するアパート等を所有又は管理されている

方々におかれては、事業者が行う訪問改修に御協力いただくようお願いします。 
 

 【問合せ先】 

  富士工業株式会社 

   電 話 番 号：0120(500)621又は 0120(500)598 

   受 付 時 間：９時～17時 30分（土・日・祝日を除く。） 

      ウェブサイト：https://www.fujioh.com/recall/gas_k01.html 

     https://www.fujioh.com/recall/gas_k02.html 

 

  株式会社ＬＩＸＩＬ 

   電 話 番 号：0120(190)530 

   受 付 時 間：９時～17時（土・日・祝日、年末年始、夏季休暇を除く。） 

      ウェブサイト：https://sunwave.lixil.co.jp/info/11210/index.html 

 

  小形キッチンユニット用電気こんろ協議会 

   メールアドレス：dkk.jimu@denki-konro.jp 

※メールにてお問い合わせください。 

   ウェブサイト：http://www.denki-konro.jp/ 



 

 

（別添） 

 
 



 

 

【本発表資料の問合せ先】 

消費者庁消費者安全課（製品事故情報担当） 

担 当：石田、首藤、庄田 

電 話：03(3507)9204（直通） 

ＦＡＸ：03(3507)9290 

経済産業省産業保安グループ製品安全課製品事故対策室 

担 当：宮本、佐々木 

電 話：03(3501)1511（内線）4311 

ＦＡＸ：03(3501)2805 

 
 



■消費生活用製品の重大製品事故一覧 別　　　紙

１．ガス機器・石油機器に関する事故（製品起因か否かが特定できていない事故を含む。）
管理番号 事故発生日 報告受理日 製品名 機種・型式 事業者名 被害状況 事故内容 事故発生都道府県 備考

A202300273 令和5年5月25日 令和5年7月3日
石油ストーブ（開放
式）

RX-2210Y 株式会社コロナ
火災

重傷1名
軽傷1名

当該製品及び建物1棟を全焼し、6棟を類焼す
る火災が発生し、1名が重傷、1名が軽傷を
負った。当該製品に起因するのか、他の要因
かも含め、現在、原因を調査中。

東京都

事業者が重大製品
事故として認識した
のは令和年6月22
日

２．ガス機器・石油機器以外の製品に関する事故であって、製品起因が疑われる事故
管理番号 事故発生日 報告受理日 製品名 機種・型式 事業者名 被害状況 事故内容 事故発生都道府県 備考

A202300283 令和5年4月29日 令和5年7月4日 電気こんろ

SBE-101-200V
（組み込み先の
キッチンメーカー
は不明）（サンウ
エーブ工業株式
会社ブランド）

富士工業株式会社
（サンウエーブ工業株
式会社ブランド）

火災

当該製品及び周辺を焼損する火災が発生し
た。
事故の原因は、現在、調査中であるが、身体
等が当該製品のつまみに触れてスイッチが入
り、当該製品の上に置いていた可燃物などが
燃えたものと考えられる。

東京都

製造から25年以上
経過した製品
事業者が重大製品
事故として認識した
のは令和5年6月21
日
平成19年7月3日か
ら事業者が共同して
リコールを実施（特
記事項を参照）
改修率：96.8％（一
口電気こんろ合計）



３．ガス機器・石油機器以外の製品に関する事故であって、製品起因か否かが特定できていない事故
管理番号 事故発生日 報告受理日 製品名 被害状況 事故内容 事故発生都道府県 備考

A202300272 令和5年6月18日 令和5年7月3日
電動車いす（ハンド
ル形）

重傷1名
店舗の駐車場で使用者（70歳代）が当該製品を使用中、転倒し、
負傷した。当該製品に起因するのか、他の要因かも含め、現在、
原因を調査中。

埼玉県

A202300274 令和5年6月8日 令和5年7月3日 食器洗い乾燥機 火災
当該製品を使用中、当該製品及び周辺を焼損する火災が発生し
た。当該製品に起因するのか、他の要因かも含め、現在、原因を
調査中。

和歌山県

令和5年6月22日に
消費者安全法の重
大事故等として公
表済

A202300275 令和5年6月17日 令和5年7月3日 照明器具 火災
事務所で当該製品を使用中、当該製品から発煙する火災が発生
した。当該製品に起因するのか、他の要因かも含め、現在、原因
を調査中。

東京都

A202300276 令和5年6月24日 令和5年7月3日 電気洗濯機 火災
当該製品を使用中、当該製品及び周辺を焼損する火災が発生し
た。当該製品に起因するのか、他の要因かも含め、現在、原因を
調査中。

埼玉県
製造から10年以上
経過した製品

A202300277 令和5年6月22日 令和5年7月3日
バッテリー（リチウム
イオン、電動工具
用）

火災
当該製品を充電中、当該製品及び周辺を焼損する火災が発生し
た。当該製品に起因するのか、他の要因かも含め、現在、原因を
調査中。

大阪府

令和5年6月29日に
消費者安全法の重
大事故等として公
表済

A202300278 令和5年6月20日 令和5年7月4日 食器洗い乾燥機 火災
当該製品を使用中、当該製品の電源プラグ及び周辺を焼損する
火災が発生した。当該製品に起因するのか、他の要因かも含
め、現在、原因を調査中。

神奈川県

A202300279 令和5年6月23日 令和5年7月4日 除湿乾燥機 火災
当該製品を使用中、当該製品及び周辺を焼損する火災が発生し
た。当該製品に起因するのか、他の要因かも含め、現在、原因を
調査中。

東京都

A202300280 令和5年6月22日 令和5年7月4日 照明器具 火災
当該製品を使用中、当該製品から発煙する火災が発生した。当
該製品に起因するのか、他の要因かも含め、現在、原因を調査
中。

鹿児島県

A202300281 令和5年6月21日 令和5年7月4日
リチウム電池内蔵
充電器

火災
当該製品を充電中、当該製品及び周辺を焼損する火災が発生し
た。当該製品に起因するのか、他の要因かも含め、現在、原因を
調査中。

宮崎県

A202300282 令和5年6月23日 令和5年7月4日
パワーコンディショ
ナ（太陽光発電シス
テム用）

火災
当該製品及び周辺を焼損する火災が発生した。当該製品に起因
するのか、他の要因かも含め、現在、原因を調査中。

静岡県

A202300284 令和5年6月20日 令和5年7月5日 ＩＨ調理器 火災
当該製品で鍋に入れた油を加熱中、異音がしたため確認する
と、鍋から発火し、周辺を焼損する火災が発生していた。当該製
品の使用状況を含め、現在、原因を調査中。

三重県



３．ガス機器・石油機器以外の製品に関する事故であって、製品起因か否かが特定できていない事故（続き）
管理番号 事故発生日 報告受理日 製品名 被害状況 事故内容 事故発生都道府県 備考

A202300285 令和5年6月2日 令和5年7月5日 電動アシスト自転車 重傷1名
当該製品で走行中、フェンスに衝突し、転倒、右膝を負傷した。
事故発生時の状況を含めて、現在、原因を調査中。

福岡県

事業者が重大製品
事故として認識した
のは令和5年6月27
日

A202300286 令和5年1月24日 令和5年7月5日 靴（ブーツ） 重傷1名
当該製品を履いて歩行中、転倒し、負傷した。当該製品の使用
状況を含め、現在、原因を調査中。

岩手県

事業者が重大製品
事故として認識した
のは令和5年3月13
日
報告書の提出期限
を超過していること
から、事業者に対し
厳重注意

A202300287 令和5年5月18日 令和5年7月5日
リチウム電池内蔵
充電器

火災
当該製品を充電中、当該製品及び周辺を焼損する火災が発生し
た。当該製品に起因するのか、他の要因かも含め、現在、原因を
調査中。

埼玉県

事業者が重大製品
事故として認識した
のは令和5年7月4
日

該当案件なし

４．製品起因による事故ではないと考えられ、今後、消費者庁製品事故情報検討会及び消費経済審議会製品安全部会製品事故判定第三者委員会合
同会議において審議を予定している案件


